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新宮町差別をなくし人権を守る条例 

平成 8 年条例第 10 号 

（目的） 

第 1 条 この条例は、すべての国民に基本的人権の享有を保障し、法の下の平等を

定める日本国憲法及び部落差別の解消の推進に関する法律（平成 28 年法律第 109

号）をはじめとする差別の解消を目的とした法令の理念にのっとり、部落差別を

はじめ、女性、子ども、高齢者、障がい者、外国人等、あらゆる差別をなくし、

町民一人ひとりの参加による明るく住みよい地域社会の実現に寄与することを

目的とする。 

（町の責務） 

第 2 条 町は、前条の目的を達成するため必要な施策を推進するとともに、行政の

すべての分野で町民の人権意識の高揚に努めるものとする。 

（町民の責務） 

第 3 条 町民は、相互に基本的人権を尊重するとともに、あらゆる差別をなくすた

めの施策に協力し、人権侵害に関する行為をしないように努めるものとする。 

（町の施策の推進） 

第 4 条 町は、基本的人権を擁護し、あらゆる差別をなくすために国・県と協力し

て、必要な施策の推進に努めるものとする。 

（相談体制の充実） 

第 5 条 町は、あらゆる差別に関する相談に的確に応じるため、相談体制の充実に

努めるものとする。 

（教育及び啓発の充実） 

第 6 条 町は、町民の人権意識の普及高揚を図るため、人権に関する教育及び啓発

の推進に努めるものとする。 

（実態調査等の実施） 

第 7 条 町は、人権施策の効果的な実施のため、必要に応じ、実態調査又は意識調

査を行うものとする。 

（委任） 

第 8 条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和 2 年 3 月 4 日条例第 6 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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2020 年（令和２年）３月 

新宮町差別をなくし人権を守る条例を改正しました 

 

国においては 2016 年（平成 28 年）に、障がいを理由とする差別の解消、ヘイトス 

ピーチの解消、部落差別の解消を目的とした法律が施行されました。本町においても、

これら差別の解消を目的とした法令等の理念にのっとり、人権尊重のまちづくりをさ 

らに進めるため、2020 年（令和２年）３月に「新宮町差別をなくし人権を守る条例」 

の改正を行いました。 

改正の概要 

○ 「目的」に日本国憲法と並んで「部落差別の解消の推進に関する法律」等を加え 

ています。 

○ 「啓発の充実」を「教育及び啓発の充実」として、人権教育の重要性を明確にし 

ています。 

○ 「相談体制の充実」「実態調査等の実施」の条文を新たに追加しています。 
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人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

平成 12 年法律第 147 号 

（目的） 

第 1 条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門

地、人種、信条又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権

の擁護に関する内外の情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓発に関する施策の推

進について、国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、必要な

措置を定め、もって人権の擁護に資することを目的とする。 

（定義） 

第 2 条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵(かん)養を目的と

する教育活動をいい、人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及

びそれに対する国民の理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動（人

権教育を除く。）をいう。 

（基本理念） 

第 3 条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、

職域その他の様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念

に対する理解を深め、これを体得することができるよう、多様な機会の提供、効

果的な手法の採用、国民の自主性の尊重及び実施機関の中立性の確保を旨として

行われなければならない。 

（国の責務） 

第 4 条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念（以下「基本理念」

という。）にのっとり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施

する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第 5 条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域

の実情を踏まえ、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責

務を有する。 

（国民の責務） 

第 6 条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会

の実現に寄与するよう努めなければならない。 

（基本計画の策定） 

第 7 条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、人権教育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならな

い。 
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（年次報告） 

第 8 条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策

についての報告を提出しなければならない。 

（財政上の措置） 

第 9 条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し、

当該施策に係る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることがで

きる。 

附 則 

（施行期日） 

第 1 条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第 8 条の規定は、この法律

の施行の日の属する年度の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関する

施策について適用する。 

（見直し） 

第 2 条 この法律は、この法律の施行の日から 3 年以内に、人権擁護施策推進法（平

成 8 年法律第 120 号）第 3 条第 2 項に基づく人権が侵害された場合における被害

者の救済に関する施策の充実に関する基本的事項についての人権擁護推進審議

会の調査審議の結果をも踏まえ、見直しを行うものとする。 


